
令和4年度

【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

勤労者及び中小企業

勤労者の福祉向上のため、福利厚生及び資金面の支援を行う。

中小企業退職金共済補助金交付者数

花巻市共同福祉施設の利用者数

事務事業評価シート

成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定

単位

計画

R04R03 R05

事務事業評価シート勤労者福祉向上事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 05 01 02 154030 勤労者福祉向上事業費

しごと 雇用環境の充実

勤労者福祉の向上

勤労者及び中小企業の福祉の向上

○勤労者福祉推進 4,510千円
花巻共同福祉施設の管理運営、中小企業退職金共済事業に係る補助
○勤労者教育資金預託金 100,800千円
市の勤労者貸付資金に係る原資を金融機関に預託し、市内勤労者の円滑な教育資金の調達を支援
協調倍率：2倍
○勤労者教育資金貸付利子補給 785千円
新型コロナウイルス感染症の影響により、進学に要する資金を必要としている市内勤労者に対し、3年
間利子を補助(令和2年度貸付実行分のみ)

対象外

01 06

02

○

R03 R04 R05

人
1,200.00 1,200.00

1,097.001,120.00

100,800.0102,000.0

100,800.0101,000.0

250.00150.00

321.00205.00

勤労者資金貸付預託金
千円

花巻市共同福祉施設の開館日数
日

人

融資を受けている勤労者数
人

中小企業退職金共済加入者数
人

2,800.00

2,728.00

90.00

102.00

6,000.00

6,261.00

2,800.00

2,957.00

90.00

97.00

6,000.00

10,284.00

○

中小企業退職金共済事業加入者数については、市広報誌やHPに掲載し制度の周知を図りながら、共済契約事業者
へ補助金の補助申請手続きを促し、共済加入者の増加を図ることができた。
勤労者資金貸付の融資を受けている勤労者数は新型コロナ感染症による影響が弱まったことからか、ゆるやかに
利用者数が減少している。
花巻市共同福祉施設の利用者は、行動制限等の緩和、これまでの利用者間での施設の認知度が高まり大幅に利用
者が増加した。

○ 妥当である

見直し余地がある

妥当でない

向上余地がある○

向上余地がない

事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

○ どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

勤労者を対象とした福祉向上に資する事業は他にないため、市が関与して
取り組む必要がある。

勤労者のニーズに合わせて、福祉向上に繋がる支援策の充実を図ることで
成果が向上する

補助金の交付が主であり、必要最小限で行っているため、削減の余地はな
い。

市内全体の勤労者や中小企業を対象としているため、受益機会は均等であ
る。

勤労者資金の貸付及び中小企業退職金共済事業補助金の交付により、市内事業所で働く勤労者が安心して
働くことのできる職場づくりに繋げることができ、勤労者の福祉及び福利厚生の増進が図られた。

中小企業退職金共済の加入者数は増加したが、未加入の事業所も未だ多く存在するため、引き続き制度の
周知を図り、利用促進に努める。
勤労者資金貸付については、民間金融機関等の金利動向を見極めながら、勤労者のニーズにあった貸付制
度を引き続き継続していく必要がある。



令和4年度

【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

勤労青少年

勤労青少年の福祉向上のため、各種講座を開催する。

講座開催回数

事務事業評価シート

成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定

単位

計画

R04R03 R05

事務事業評価シート勤労青少年講座開催事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 05 01 01 154060 勤労青少年講座開催事業費

しごと 雇用環境の充実

勤労者福祉の向上

福祉向上

○各種講座の開催 1,910千円
教養講座、スポーツ講座

対象外

01 06

02

○

R03 R04 R05

回
240.00 240.00

177.00146.00

講座受講者数
人

1,300.00

789.00

1,300.00

974.00

○

新型コロナウイルス感染症による施設利用制限が緩和され、多様な嗜好に見合った講座を企画し、勤労青少年ホ
ーム会員に向けて講座への参加を積極的に呼びかけ前年度比で講座受講者数は増加となったものの、目標値に達
しなかった。

○ 妥当である

見直し余地がある

妥当でない

向上余地がある○

向上余地がない

事業費の削減余地がある

人件費の削減余地がある

○ どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある

費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

勤労青少年を対象とした福祉向上に資する事業は他にないため、市が関与
して取り組む必要がある。

受講者のニーズに合わせて、福祉向上に繋がる支援策の充実を図ることで
成果が向上する。

必要最小限の事業費で運営しており、削除の余地はない。

市内の勤労青少年を対象としていることから、受益機会は均等である。

勤労青少年ホームの利用者の増加や会員間の交流の機会創出を図るために、幅広い年齢層の方への参加を
呼びかけ、講座の受講を通じた受講生の福祉向上が図られた。

勤労青少年が余暇を利用し、教養や知識を身につけたり、体力づくりをするための交流及び憩いの場を提
供する必要性はあるものの、近年の少子化に伴う青少年の減少により、会員の安定的な確保が必要であり
、利用者のニーズを見極めつつ各種講座の見直しを図る。


